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1.  平成26年3月期第2四半期の連結業績（平成25年4月1日～平成25年9月30日） 

(注) 平成25年３月期第２四半期の数値は、会計方針の変更による遡及適用後の数値となっております。このため、平成25年３月期第２四半期の対前年同四半期増減率は、売上高を除き記
載しておりません。 

(2) 連結財政状態 

(注) 平成25年３月期の数値は、会計方針の変更による遡及適用後の数値となっております。  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 税引前利益 四半期利益
親会社の所有者に帰
属する四半期利益

四半期包括利益合計
額

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

26年3月期第2四半期 25,572 △0.6 312 △55.1 198 △66.5 173 △69.3 173 △69.3 657 ―
25年3月期第2四半期 25,727 △0.9 696 ― 594 ― 565 ― 565 ― △174 ―

基本的1株当たり四半期利益 希薄化後1株当たり四半期利益
円 銭 円 銭

26年3月期第2四半期 8.83 ―
25年3月期第2四半期 28.79 ―

資産合計 資本合計 親会社の所有者に帰属する持分 親会社所有者帰属持分比率
百万円 百万円 百万円 ％

26年3月期第2四半期 70,530 26,608 26,608 37.7
25年3月期 71,367 26,147 26,147 36.6

2.  配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無  ：  無  
 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

25年3月期 ― 10.00 ― 10.00 20.00
26年3月期 ― 10.00
26年3月期（予想） ― 10.00 20.00

3. 平成26年 3月期の連結業績予想（平成25年 4月 1日～平成26年 3月31日）  
（％表示は、対前期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無  ：  有  
対前期増減率は、会計方針の変更による遡及適用後の数値との比較であります。 

売上高 営業利益 税引前利益 当期利益 親会社の所有者に帰属
する当期利益

基本的1株当た
り当期利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 51,000 0.7 700 197.4 500 ― 400 ― 400 ― 20.38



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  ：  無  

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更 

（注） 詳細は、添付資料Ｐ．２「２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 (2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更の概要」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であります。なお、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期連結財務諸
表のレビュー手続は終了しております。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績はさまざまな要因により
大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定等につきましては、添付資料Ｐ．２「１．当四半期決算に関する定性的情報」をご覧ください。 

※  注記事項

① IFRSにより要求される会計方針の変更   ：  有
② ①以外の会計方針の変更   ：  無
③ 会計上の見積りの変更   ：  無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 26年3月期2Q 20,757,905 株 25年3月期 20,757,905 株
② 期末自己株式数 26年3月期2Q 1,129,471 株 25年3月期 1,129,346 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 26年3月期2Q 19,628,453 株 25年3月期2Q 19,628,844 株
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１．当四半期決算に関する定性的情報

当第２四半期連結累計期間における世界経済は、米国においては個人消費が牽引役となって景気は緩やか
な回復基調が続いており、また、欧州では長期化していた景気後退に下げ止まりの兆しが見られるようにな
りました。一方、我が国経済は、個人消費が底堅く推移し、復興関連を含む公共投資が下支えとなる等、景
気は緩やかに回復しつつあります。このように先進国においては改善の兆しが見られる一方、中国をはじめ
とする新興国経済においては経済成長が鈍化する傾向が見られました。

このような状況の下、当社グループにおきましては、価格競争力のある新商品の投入を図るとともに、新
技術、新商品の開発に積極的に取り組みました。また、歩留改善と生産性向上による原価低減を進める等コ
ストダウンにも注力いたしました。

 (1) 経営成績に関する説明

 (1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

 (3) 連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

改訂後のIAS第１号の適用に伴い、その他の包括利益の項目を、純損益にその後に振り替えられる
可能性のある項目と純損益に振り替えられることのない項目に区分して表示しております。

この結果、前連結会計年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、利益剰余金の
前期首残高は889百万円、当期首残高は899百万円それぞれ減少し、前第２四半期連結累計期間の営業
利益及び税引前四半期利益はそれぞれ61百万円増加しております。

　当社グループは、当第１四半期連結会計期間より以下の基準を適用しております。

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

 (2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更の概要

その結果、当第２四半期連結累計期間の受注高は25,826百万円(前年同四半期比0.3％減)、売上高は25,572
百万円(前年同四半期比0.6％減)と前年同四半期並を確保しましたが、世界的な価格競争の影響もあり、営業
利益は312百万円(前年同四半期比55.1％減)、税引前四半期利益は198百万円(前年同四半期比66.5％減)、四
半期利益は173百万円(前年同四半期比69.3％減)と前年同四半期を下回る結果となりました。なお、円安によ
り在外営業活動体の換算損益が432百万円改善する等、税引後その他の包括利益が484百万円となったことか
ら、四半期包括利益合計は657百万円(前年同四半期は四半期包括損失合計174百万円)となりました。

（新会計基準の適用の影響）

 (2) 財政状態に関する説明

これらの結果、当第２四半期連結会計期間末の親会社所有者帰属持分比率は、前連結会計年度末の36.6％
から1.1ポイント上昇して37.7％となりました。

前連結会計年度末に比べ、総資産は、現金及び現金同等物の減少400百万円、有形固定資産の減少482百万
円等により837百万円減少して70,530百万円となりました。負債は、短期借入金の減少209百万円、デリバ
ティブ負債の減少747百万円等により1,298百万円減少して43,921百万円となりました。親会社の所有者に帰
属する持分は、四半期包括利益合計657百万円、剰余金の配当196百万円等により460百万円増加して26,608百
万円となりました。

　・IAS第１号(平成23年６月改訂「財務諸表の表示」)

なお、業績予想につきましては、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に
基づいており、実際の業績はさまざまな要因により大きく異なる可能性があります。

平成25年５月10日に公表した通期の連結業績予想を修正しております。なお、当該予想数値の修正に関す
る内容につきましては、本日(平成25年11月８日)公表の「業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照くだ
さい。

　該当事項はありません。

　・IAS第19号(平成23年６月改訂「従業員給付」)

比較情報は、改訂後のIAS第１号に準拠して修正再表示しております。この会計方針の変更は、表
示にのみ影響いたします。

改訂後のIAS第19号の適用に伴い、当第１四半期連結会計期間より、数理計算上の差異をその他の
包括利益として即時に認識する方法に変更しております。この会計方針の変更は遡及適用され、前年
四半期及び前連結会計年度については遡及適用後の要約四半期連結財務諸表及び要約連結財務諸表と
なっております。

基準はそれぞれの経過規定に従って適用されております。当第２四半期連結累計期間における当社グ
ループの要約四半期連結財務諸表への主な影響は、以下のとおりであります。

また、会計方針の変更前と比べ、当第２四半期連結累計期間の営業利益及び税引前四半期利益はそ
れぞれ38百万円増加しております。

　② IAS第19号(従業員給付)

　① IAS第１号(財務諸表の表示)

－ 2 －
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3. 要約四半期連結財務諸表
(1) 要約四半期連結財政状態計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第２四半期
連結会計期間末

(平成25年９月30日)

資産の部

　流動資産

　　現金及び現金同等物 11,812 11,412

　　営業債権 12,593 12,879

　　棚卸資産 11,256 11,239

　　未収法人所得税等 2 26

　　デリバティブ資産 9 66

　　その他 1,692 1,349

　　流動資産合計 37,365 36,974

　非流動資産

　　有形固定資産 29,229 28,746

　　無形資産 1,005 999

　　投資不動産 254 254

　　投資有価証券 1,064 1,143

　　繰延税金資産 1,500 1,547

　　その他 947 862

　　非流動資産合計 34,001 33,555

　資産合計 71,367 70,530

負債の部

　流動負債

　　短期借入金 738 528

　　1年内返済予定の長期借入金 6,030 6,833

　　営業債務その他の未払勘定 8,746 8,728

　　デリバティブ負債 751 3

　　和解費用引当金 45 52

　　未払法人所得税等 127 117

　　その他 629 574

　　流動負債合計 17,067 16,838

　非流動負債

　　長期借入金 22,510 21,629

　　繰延税金負債 702 711

　　従業員給付 3,857 3,826

　　資産除去債務 60 61

　　和解費用引当金 98 86

　　政府補助金繰延収益 392 354

　　その他 529 412

　　非流動負債合計 28,151 27,082

　負債合計 45,219 43,921

資本の部

　親会社の所有者に帰属する持分

　　資本金 10,649 10,649

　　資本剰余金 8,566 8,565

　　その他の資本の構成要素 △1,262 △778

　　利益剰余金 8,194 8,171

　　親会社の所有者に帰属する持分合計 26,147 26,608

　資本合計 26,147 26,608

負債及び資本合計 71,367 70,530

－ 3 －
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(2) 要約四半期連結包括利益計算書

(単位：百万円)

( 自 平成24年４月１日 ( 自 平成25年４月１日
至 平成24年９月30日 ) 至 平成25年９月30日 )

売上高

売上原価

売上総利益

販売費及び一般管理費

研究開発費

その他の営業収益

その他の営業費用

営業利益

金融収益

金融費用

税引前四半期利益

法人所得税費用

四半期利益

その他の包括利益

　純損益にその後に振り替えられる可能性のある項目

　　在外営業活動体の換算損益

　　売却可能金融資産の公正価値の変動

　　純損益に振り替えられた売却可能金融資産の公正価値の変動

　　振替の可能性のある項目に係る法人所得税

　　小計

　税引後その他の包括利益又は包括損失（△）

四半期包括利益又は四半期包括損失（△）合計

四半期利益の帰属

　親会社の所有者

　　継続事業からの四半期利益

　　親会社の所有者に帰属する四半期利益

　四半期利益

四半期包括利益合計額の帰属

　親会社の所有者に帰属する四半期包括利益又は
　四半期包括損失（△）

　四半期包括利益又は四半期包括損失（△）合計

(単位：円)

１株当たり四半期利益

　基本的１株当たり利益

　希薄化後１株当たり利益

１株当たり四半期利益（継続事業）

　基本的１株当たり利益

　希薄化後１株当たり利益

173

△174 657

565

8.83

28.79 8.83

△174 657

― ―

― ―

28.79

173

565

173

5,577

3,668

1,285

84

△597

565

25,572

20,519

当第２四半期連結累計期間

161

5,052

3,699

1,118

84

484

594

29

80

565

48

162

173

198

△126

657

432

―

696 312

△29

25

108

211

　　【第２四半期連結累計期間】

△739

△174

△67

156

前第２四半期連結累計期間

25,727

20,149

△739 484

52
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(3) 要約四半期連結持分変動計算書

平成24年４月１日時点の残高

会計方針の変更

遡及適用後の残高

四半期包括利益

　四半期利益

　税引後その他の包括損失（△）

　　在外営業活動体の換算損益

　　売却可能金融資産の公正価値の純変動

　四半期包括損失（△）合計

所有者との取引額

　所有者による拠出及び所有者への分配

　　自己株式の変動額

　　剰余金の配当

　　所有者による拠出及び所有者への分配合計

　所有者との取引額合計

平成24年９月30日時点の残高

平成24年４月１日時点の残高

会計方針の変更

遡及適用後の残高

四半期包括利益

　四半期利益

　税引後その他の包括損失（△）

　　在外営業活動体の換算損益

　　売却可能金融資産の公正価値の純変動

　四半期包括損失（△）合計

所有者との取引額

　所有者による拠出及び所有者への分配

　　自己株式の変動額

　　剰余金の配当

　　所有者による拠出及び所有者への分配合計

　所有者との取引額合計

平成24年９月30日時点の残高

10,649 11,353 △2,786 8,566 

― ― △0 △0 

― 

― 

△0 △0 ― 

△0 

― 

― ― 

― 

10,649 11,353 △2,786 

資本剰余金
合計

10,649 11,353 

― ― 

― 

― ― 

8,566 

資本金

資本剰余金

8,566 

△0 

9,378 24,862 △30 △3,700 △3,731 

― ― △196 △196 △196 

24,862 

△196 ― ― ― △196 △196 

△196 

△0 

自己株式

― 

△142 

26,123 26,123 

資本合計

(単位：百万円)

△2,786 

株式払込
剰余金

△889 

25,233 

△597 

565 

△0 

△174 

△196 

565 

565 

利益剰余金

9,899 

△889 

△174 

9,009 

△889 

25,233 

親会社の
所有者に
帰属する
持分合計

△2,991 

△142 

△196 

565 

△597 

△142 

― 

― 

△597 

― 

△739 

在外営業
活動体の
換算損益

その他の
資本の構成
要素合計

△2,991 

― 

△3,103 

― 

△3,103 

△597 

△597 

△142 

△142 

売却可能
金融資産

111 

― 

111 

その他の資本の構成要素

― 

― 
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平成25年４月１日時点の残高

会計方針の変更

遡及適用後の残高

四半期包括利益

　四半期利益

　税引後その他の包括利益

　　在外営業活動体の換算損益

　　売却可能金融資産の公正価値の純変動

　四半期包括利益合計

所有者との取引額

　所有者による拠出及び所有者への分配

　　自己株式の変動額

　　剰余金の配当

　　所有者による拠出及び所有者への分配合計

　所有者との取引額合計

平成25年９月30日時点の残高

平成25年４月１日時点の残高

会計方針の変更

遡及適用後の残高

四半期包括利益

　四半期利益

　税引後その他の包括利益

　　在外営業活動体の換算損益

　　売却可能金融資産の公正価値の純変動

　四半期包括利益合計

所有者との取引額

　所有者による拠出及び所有者への分配

　　自己株式の変動額

　　剰余金の配当

　　所有者による拠出及び所有者への分配合計

　所有者との取引額合計

平成25年９月30日時点の残高

(単位：百万円)

資本金

10,649 11,353 

株式払込
剰余金

資本剰余金

△2,787 8,566 

自己株式
資本剰余金

合計

10,649 11,353 △2,787 8,566 

― ― ― ― 

― 

― 

― ― ― ― 

― 

△0 △0 

― 

― △0 △0 ― 

― ― △0 △0 

10,649 11,353 △2,787 8,565 

その他の資本の構成要素

利益剰余金

親会社の
所有者に
帰属する
持分合計

資本合計売却可能
金融資産

在外営業
活動体の
換算損益

その他の
資本の構成
要素合計

211 △1,473 △1,262 9,094 27,047 27,047 

△1,262 8,194 

△899 △899 

26,147 26,147 

― ― ― △899 

211 △1,473 

173 173 ― 173 

657 

432 

51 

432 

51 51 

432 

173 

432 

51 

51 432 484 

△196 △196 

△0 △0 

657 

― 

― △196 

△196 △196 ― ― ― △196 

△196 △196 

26,608 26,608 

― ― 

262 △1,041 △778 8,171 

― △196 
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(4) 要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)

( 自 平成24年４月１日 ( 自 平成25年４月１日
至 平成24年９月30日 ) 至 平成25年９月30日 )

営業活動によるキャッシュ・フロー

　税引前四半期利益

　減価償却費及び償却額

　投資有価証券売却益

　営業債権の増減額（△は増加）

　棚卸資産の増減額（△は増加）

　未収消費税等の増減額（△は増加）

　営業債務の増減額（△は減少）

　デリバティブ資産の増減額（△は増加）

　デリバティブ負債の増減額（△は減少）

　受取利息及び受取配当金

　支払利息

　利息及び配当金の受取額

　利息の支払額

　法人所得税等の支払額又は還付額（△は支払）

　その他

　営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

　有形固定資産の取得による支出

　無形資産の取得による支出

　投資有価証券その他の資産の取得による支出

　有形固定資産の売却による収入

　政府補助金による収入

　投資有価証券その他の資産の売却による収入

　その他

　投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

　長期借入れによる収入

　長期借入金の返済による支出

　短期借入金の純増減額（△は減少）

　配当金の支払額

　自己株式の純増減額（△は増加）

　財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）

現金及び現金同等物の期首残高

為替変動による影響

現金及び現金同等物の四半期末残高

△596

△236

△196

3,800

△1,120

△195

11,412

778 126

△541

11,812

△3,908

△0

196

0

8,636

△190

30

8,796

1,301

△3,194

△379

4,500

△0

1,923

△573

1,065

△1,230

△25

△37

△672

12

前第２四半期連結累計期間 当第２四半期連結累計期間

198

1,912

594

1,601

278

△108

△2,623

△4

△3,339

4

△53

91 32

△108

―

715 380

152

△31

△24

△1,280

2

△82

△60

△300

△88

39

△57

△747

△39

368

151 137

△122

59

22
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(5) 要約四半期連結財務諸表に関する注記事項

　該当事項はありません。

　該当事項はありません。

当社グループの事業内容は、水晶振動子、水晶発振器等の水晶デバイス、応用機器、人工水晶及び水晶片
等の水晶関連製品の一貫製造とその販売であり、区分すべき事業セグメントが存在しないため、報告セグメ
ントは単一となっております。

（継続企業の前提に関する注記）

（セグメント情報）

　・製品及びサービスに関する情報

（単位：百万円）

（親会社の所有者に帰属する持分の金額に著しい変動があった場合の注記）

品　目
増　　　減

金　　額 構成比 構成比

　品目別の売上高は以下のとおりであります。

当第２四半期連結累計期間

％

増減比

前第２四半期連結累計期間

(自 平成24年４月１日
  至 平成24年９月30日)

(自 平成25年４月１日
  至 平成25年９月30日)

金　　額 金　　額
％

4,404  

14,177  

17.1

25,727  100.0

3,206  

46.4

36.5

11,944  

9,378  

合 計 100.0

  ・一般情報

55.5

32.0

12.5

水 晶 振 動 子

水 晶 機 器

そ の 他

25,572  

8,188  

△155  

％

△1,189  

△0.6 

18.7 

△12.7 

2,232  

△27.2 △1,198  
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